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みち子のひとりごと

カン違い

臨時 議会
常任委員会の委員がそれぞれ決まりました。私松坂は総務委員
会です。共産党議員団では、同じく総務に姫田議員、厚生は中村

議員、経済文教に森下議員、企業建設に南畑議員となります。他

に、後期高齢者広域連合議会議員や農業委員会委員、監査委員も

決まりました。

市長から出された議案等のうち、市税条例等の一部を改正する

条例を専決処分したため承認を求めるについては、住宅ローン減

税の延長、軽自動車税の見直し、二輪車の税率引き上げの１年延

期など、基本的に市民の負担軽減となるものであり賛成しました。

今年も原水爆禁止国民平和大行進が全国で取

り組まれ、和歌山市でも5月30日(土）、市役

所前での出発集会後、行進が行われました。こ

の行進は毎年8月に行われる原水爆禁止世界大

会へ向け“ノーモア・ヒロシマ”“ノーモア・

ナガサキ”“ノーモア・ヒバクシャ”と歩き継

がれていきます。和歌山県下では5月8日新宮

市をスタートし、すべての市町村で行進が取り

組まれました。集会では、今年行われたＮＰＴ再検討会議ニューヨーク行動に参加さ

れた方々からの報告もありました。私松坂は例年通り歌声のアコーディオン伴奏と、

行進中のシュプレヒコールのリーダーも行い、“核兵器はいらない！”“核兵器をな

くそう”“世界中からなくそう”と声を合わせて歩きました。

平和行進に参加“核兵器をなくそう！”
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安全保障法制の内容と問題点
ー日本のこれからの平和について考えるー

６月１２日（金）18:00～（開場17：30）
中央コミュニティセンター3Ｆ多目的ホール

弁護士 井上正信氏
（日弁連憲法問題対策本部事務局員 等）

主催:和歌山弁護士会

教科書採択について
教科書問題・教育関係、研究者、平和、女性な
ど、韓国の市民団体も含む９０団体が賛同して２

日、「歴史を歪め、戦争を美化して『戦争する国

づくり』へ子どもたちを導く憲法敵視の教科書の

採択を許さない世論と運動を大きく発展させよう」

と共同アピールを発表しました。

アピールでは、育鵬社や自由社の教科書につい

て、＊歴史教科書は、近代日本が行った侵略戦争

と植民地支配を美化し、「戦争する国」づくりへ

子どもたちを誘導しようとしている＊公民教科書

は日本国憲法の精神を根本的に歪めている、など

指摘しています。

原発固執やめて
再生可能エネルギーへ転換を！

経済産業省の有識者会議は、1日、2030年

度の電源構成を示した政府案「長期エネルギー

需給見通し（案）」を了承しました。

原発の比率は20～22％、再生可能エネルギー

は22～24％としていますが、委員からは「原

発依存度を限りなく低減し、再エネをを最大限

導入する」という安倍政権の公約と違うという

こえも上がりました。また原発は法律で、原則

40年運転とされ、仮にすべて稼働させても次々

廃炉になり2030年度には15％にしかなりま

せん。それ以上となることは、老朽原発の大幅

な運転延長だけでなく新設の可能性も否定でき

ません。

意見募集（パブリックコメント）が行われる

予定です。原発固執やめて、再生可能エネルギー

へ大幅転換をと、意見を出しましょう。
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